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地域専門機関とインフォーマル組織間の

ネットワーク構築促進プログラムの開発
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目的 地域の専門機関とインフォーマル組織間のネットワーク構築を促進するためのプログラムを

作成することを目的とした。

方法 インフォーマル組織とのネットワーク構築に関するニーズアセスメントを，インタビュー調

査と質問紙調査を用いて地域包括支援センター職員に実施した後，社会的認知理論に基づきプ

ログラムを作成した。プログラムの目的は，地域のインフォーマル組織とのネットワーク構築

に関する意識が向上し，実際に行動するためのスキルが身に付くことであった。

結果 作成したプログラムは全10回で構成される。「これまでの活動の振り返り」，「インフォーマ
ル組織とネットワークを構築する意義の理解」，「組織内での意思統一」，「インフォーマル組織

とのネットワーク構築の進め方」がプログラムのテーマに含まれ，それを基に毎回達成目標を

設定する。プログラムでは，毎回設定されるテーマに基づいた参加者によるグループワークを

中心に構成した。

結論 本プログラムが確立し，臨床現場において実施されることで，地域の専門機関とインフォー

マル組織間のネットワークが強固となることが期待できる。今後は，実際にプログラムを実施

し，プログラムの効果を多側面から検証していく必要がある。

Key wordsプログラム開発，組織間ネットワーク，地域専門機関，インフォーマル組織，社会的
認知理論

 緒 言

比類なき速さで高齢化が進んでいるわが国では，

改善や解決が必要とされる問題は多岐に渡っている。

1つには，医療費の高騰や高齢者に対する社会保障
など，制度上対処すべき問題である。他方では，独

居高齢者，老老介護の問題など，制度のみでは対処

し切れない問題も叫ばれて久しい。制度のみでは対

処が難しい問題を解決するためには，地域で暮らす

高齢者を地域に存在する資源で，いかに支えていく

かが大きな鍵となろう1)。

その中心となる組織として期待されているのが，

2006年 4月の介護保険制度の改正を受け，全国の多
くの市区町村に設置された地域包括支援センターで

ある。地域包括支援センターでは，保健師（または

経験のある看護師），社会福祉士，主任介護支援専

門員の 3専門職種が，高齢者が住み慣れた地域で生
活を継続し，その中で包括的継続的支援が可能とな

るような地域包括ケアシステムの整備に向けて業務

を行っている。この地域包括ケアシステムの整備に

は，専門職によって提供される介護予防事業やケア

マネジメント支援の他に，民生委員，町会・自治

会，地域住民組織等のインフォーマルな組織とのネ

ットワークを築くことも含まれる。これらインフ

ォーマル組織とのネットワークがあることで，地域

に潜むリスクを抱える高齢者の見守りや早期発見が

でき，フォーマルサービスでは行き届かない部分に

支援やサービスを行き渡らせ，互いに補完し合うこ

とができる点で有益と言われている1,2)。そのた

め，地域で高齢者を支え，住み良い地域をつくると

いう観点から，地域包括支援センターがインフォー

マルな組織とのネットワークを築くことは重要であ
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表 本研究で取り上げるインフォーマル組織の特徴，役割，機能

民生委員 民生委員法第 1条により「社会奉仕の精神をもって，常に住民の立場に立って相談に応じ，およ
び必要な援助を行い，社会福祉の増進に努める」と定められる者。厚生労働大臣によって委嘱さ

れ，各地域に配置されている。住民の生活状態を必要に応じ適切に把握しておくことや，地域で

援助を必要とする人に対し，必要に応じて情報提供や専門機関につなぐことがその役割として求

められる5)。

町会・自治会 一定の地域区画における住民らの親睦や地域の諸問題に包括的に関与するための任意団体。行政

や外部の第三者に対し，地域を代表する組織との位置付けもできる6)。

サロン・ミニデイ 社会福祉協議会が支援する地域の支え合い活動の一つであり，住民が自主的，自発的に行う活

動。住民同士の交流の場としての機能を持つ。民生委員をはじめとするボランティアが世話人と

して関わっている7)。

高齢者クラブ 生きがいや健康づくりのために，スポーツや趣味の活動等，様々な活動を行っている自主的な団

体。全国老人クラブ連合会に所属する組織であり，老人クラブとも呼ばれる。行政が事務局とな

っている場合が多い。
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り，とくに既存のインフォーマル組織とのネット

ワークを活用することで，比較的容易に取り組むこ

とが可能となる2)。

一方で，地域包括支援センター職員は，設置から

まだ間がなく，新予防給付や介護予防ケアマネジメ

ント業務に追われている等の理由により，地域包括

支援センターがインフォーマル組織を含めた地域関

係機関とのネットワークづくりに関する役割を十分

に果たせていないと感じているとの報告がある3)。

また，地域包括支援センター等で活動する専門職

は，地域でのネットワークづくりの方法が分からな

い，あるいは難しいと感じているとの報告もあ

る4)。これらの課題に対し，地域包括支援センター

が行う地域のインフォーマル組織とのネットワーク

構築業務が促進されるよう教育的な働きかけが必要

と言える。すなわち，インフォーマル組織とのネッ

トワーク構築に関する認識や技術の向上を目指した

介入プログラムを開発し，その効果を検討すること

は，現状を打開するための 1つの策となろう。しか
し，これまで地域包括支援センターをはじめとする

地域の専門機関とインフォーマル組織間のネット

ワーク構築を促進させるような介入プログラムは提

案されていない。

以上より，本研究では，地域の専門機関とインフ

ォーマル組織間のネットワーク構築を促進するため

のプログラムを作成することを目的とする。なお，

業務を遂行する上でインフォーマル組織とネット

ワークを構築する必要性が高い地域専門組織とし

て，市区町村の保健センターなども含まれるが，本

稿では，プログラムは地域包括支援センター職員に

対して施行することを想定し作成した。

本研究では，以下のように用語の操作的定義を行

った。

「ネットワーク」人や組織との結びつきの構造。

「ネットワーク構築」程度の多少を問わず，何ら

かの関係をつくること。

「インフォーマル組織」主に地域住民が集まって

構成される組織であり，公的なサービスやケア以外

にも，地域住民に対して自然発生的な関わりや助け

合いを期待できる組織とした。本研究では，行政や

社会福祉協議会等に登録され，その活動や数が把握

されている組織であり，全国の多くの地域に共通し

て存在する，「民生委員」，「町会・自治会」，「サロ

ン・ミニデイ」，「高齢者クラブ」の 4組織を選定し
た。表 1に，これら 4つのインフォーマル組織の特
徴，役割，機能について示す。なお，民生委員は厚

生労働大臣の委嘱を受けた組織であるが，前述の定

義にもあるように，地域住民に対して自然発生的な

関わりや助け合いも期待できる点から，本研究では

インフォーマル組織に含めた。

 方 法

. プログラム作成のためのニーズアセスメント

1) 調査方法

プログラムを作成するに際し，地域の専門機関に

従事する職員の持つインフォーマル組織とのネット

ワーク構築に関するニーズを，インタビュー調査と

質問紙調査の 2つの方法を用いてアセスメントし
た。インタビュー調査は，便宜的サンプリング8)に

よって選定された東京都世田谷区の地域包括支援セ

ンターに所属する職員12人に実施した。インタビ
ューは半構造的に行い，内容はインタビュー協力者

の同意を得た上で ICレコーダーに録音した。調査
期間は2007年 2月～5月であった。
質問紙調査は，2007年 4月時点で世田谷区の地域

包括支援センター全27か所に所属している職員全
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103人（事務職は除く）に対して実施した。各地域
包括支援センターに，職員の人数分の質問紙と調査

説明文を配布した。無記名で回答された質問紙は，

他人に回答が知られないように個別に無地の封筒に

入れるよう依頼し，世田谷区介護予防担当部介護予

防課（現在は地域福祉部介護予防・地域支援課に名

称を変更）宛で回収された。調査時期は2007年 4月
であった。

2) 調査項目

インタビュー調査では，「インフォーマル組織と

のネットワーク構築に関して，現在，どのような

問題を感じているか」，「どのような内容のプログラ

ムであれば，業務の役に立つと思うか」について尋

ねた。

質問紙調査では，インフォーマル組織とのネット

ワーク構築に関する認識，および知識とスキルを尋

ねた。認識は，「地域包括支援センターとインフォー

マル組織とのネットワークが存在することで，業務

はやりやすくなると思いますか」と「地域包括支援

センターとインフォーマル組織とネットワークを構

築することは，業務を遂行する上でどの程度重要だ

と思いますか」のそれぞれ 1項目によって，業務の
やりやすさの認識とネットワーク構築の重要性の認

識を測定した。それぞれ，「非常にそう思う」から

「全くそう思わない」までの 6件法で尋ねた。
知識とスキルは，Fransの Social Worker Empow-

erment Scale9)の下位尺度である Knowledge and
skillsを用いた。この下位尺度は，自身が獲得して
いる知識やスキルに対する認識を測定するものであ

り，9項目に対して，「全くその通りである」から
「全くそうではない」までの 5件法によって尋ねる。
本研究では，尺度項目原本に対し，「インフォーマ

ル組織とのネットワーク構築」という言葉を補足し

て用いた。本研究では，対象者内での知識とスキル

に関する実態を明らかにするため，尺度としてでは

なく各項目の分布に着目した。

3) 分析方法

インタビューデータは，インタビュー協力者ごと

に逐語録を作成し，現在の問題点やプログラムに対

するニーズに関する語りを抜き出し，分類した。質

問紙データは，各項目の回答の分布を記述した。

. プログラム作成

プログラムの目的は，「地域のインフォーマル組

織とのネットワーク構築に関する意識が向上し，実

際に行動するためのスキルが身に付く」こととした。

まず，プログラムの基盤，すなわち背景理論には，

Banduraが提唱した社会的認知理論10～12)を用い，

社会的認知理論に含まれる構成概念を意識してプロ

グラムをデザインした。社会的認知理論は，社会的

学習理論13)を拡張させた人間の社会的行動を理解す

るための包括的な枠組みであり，行動に影響を及ぼ

す心理社会的ダイナミクスと行動変容を促進する方

法の両者を扱った理論である。個人的要因（認知），

行動，および社会的環境がこの理論に関連する重要

な要素であり，これら 3者間の互恵的関係性が強調
されているのがこの理論の特徴である。また，社会

的認知理論に基づいてデザインされた介入研究で

は，観察学習，強化，自己効力感等の理論の構成概

念（コンストラクト）を介入内容に組み込んでいる

プログラムが多くみられ，それぞれに成果を得てい

る14,15)。地域包括支援センターをはじめとする専門

機関の業務は，常にそこに所属する職員，関係する

インフォーマル組織，あるいは地域住民等との関わ

りや日常のやりとりの中で成立している。そのた

め，専門機関におけるインフォーマル組織とのネッ

トワーク構築業務を促進させるためには，「認知」

（職員の認識），「行動」（職員の行動），「環境」（そ

の職員を取り囲むもの，たとえば所属組織の同僚や

インフォーマル組織等，の認識や行動）の 3者の相
互作用を期待しながら包括的に刺激を与えることに

よって，より効果的に促進される可能性がある。よ

って，インフォーマル組織とのネットワーク構築を

促進するためのプログラムは，この社会的認知理論

に基づいてデザインすることが有効であると考えた。

次に，プログラムに含まれるテーマや毎回の達成

目標の設定は，ニーズアセスメントの結果と，In-
terorganizational relations（IOR）理論の 1つである
Stage of coalitiondevelopmentモデル16)を参考にした。

IOR理論とは，「どうすれば組織同士が協働できる
か」という課題に焦点を当てた組織論の 1つであ
り，ステージ理論を応用させることにより，組織間

の関係が形成，発展する過程の説明を試みたもので

ある17)。その中の 1つである Stage of coalition de-
velopmentモデルは，Coalition（協働体制を組む公
的，私的組織間のネットワークの集合18)）が形成

され，定着していくまでを以下の 7つの段階で示す
ものである「．初動」，「．組織構造の形成」，

「．行動能力の構築」，「．行動計画」，「．実

行」，「．洗練」，「．制度化」。プログラムで扱

うテーマや達成目標を決定する際にこのモデルを参

考にしたのは，組織間の関係が形成，発展していく

過程をステージで説明することにより，参加者の組

織間ネットワークに対する理解が段階を追って促進

され得ると考えたためである。本プログラムは，特

定の目的や事業についての専門機関とインフォーマ

ル組織との関係ではなく，必要時にインフォーマル
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表 インフォーマル組織とのネットワーク構築に関する認識の分布

N＝94

非常に
そう思う そう思う まあ

そう思う
あまりそう
思わない

そう
思わない

全くそう
思わない

インフォーマル組織とのネットワークが存在する
ことで，業務がやりやすくなる 21(22.3) 49(52.1) 19(20.2) 3(3.2) 1(1.1) 0(0.0)

インフォーマル組織とネットワークを構築するこ
とは，業務を遂行する上で重要である 36(38.3) 46(48.9) 12(12.8) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0)

値は n（）。

903第57巻 日本公衛誌 第10号2010年10月15日

組織と協力するための素地としての関係づくりを想

定しているため，特定の目的に捉われずに必要と考

えられる Stage of coalition developmentモデルの最
初の 3段階（「．初動」，「．組織構造の形成」，
「．行動能力の構築」）にテーマや達成目標を焦点

化することにした。

なお，プログラムの内容や構成，期待される成果

について，地域包括支援センターや行政機関等の地

域の専門機関に所属する職員，および地域看護学分

野の研究者に意見を求め，その妥当性を確保した。

. 倫理的配慮

本研究は，東京大学医学部研究倫理委員会の承認

を得て行われた。質問紙調査の際は，調査の趣旨，

調査への協力は任意であること，匿名性を保持する

こと等を記した調査説明文を質問紙に同封した。ま

た，インタビュー調査の際には，インタビュー協力

者に対し，研究目的，研究方法，プライバシーの保

護，拒否の権利について文書および口頭にて説明を

行い，同意書に署名を得た。

 結 果

. プログラムに対するニーズ

1) インタビュー調査

地域包括支援センター職員12人へのインタビュー
により，以下のように意見を分類することができ

た『インフォーマル組織とのネットワーク構築の

理由や意味が理解できていない』，『インフォーマル

組織とのネットワークづくりの具体的な方法を知り

たい』，『インフォーマル組織とのネットワークを構

築することによる効果やメリットを知りたい』。

『インフォーマル組織とのネットワーク構築の理

由や意味が理解できていない』では，インフォーマ

ル組織とのネットワークを持つことは大事とは思う

ものの，その理由や意味が理解できていない，ま

た，理由や意味が理解できていないことによって，

ネットワーク構築業務の方向性や展開が定まらない

との声が聞かれた。『インフォーマル組織とのネッ

トワークづくりの具体的な方法を知りたい』では，

特に民生委員と町会・自治会との関わり方に対する

ニーズが大きかった。民生委員とは民生委員協議会

以外での関わり方について知りたいとの声が，ま

た，町会・自治会は敷居が高く，関わりを持つこと

自体が難しく感じるとの声が聞かれた。最後に，

『インフォーマル組織とのネットワークを構築する

ことによる効果やメリットを知りたい』では，イン

フォーマル組織とのネットワーク構築に関する業務

を行っていても，目に見える成果がすぐに出ること

が少ないため，業務や地域に対して成果が見られた

成功事例を知りたいとの声が聞かれた。

2) 質問紙調査

配布された103票のうち94票が回収され，そのす
べてが有効回答であった（有効回答率91.3）。表

2，表 3に回答分布を示す。インフォーマル組織と
のネットワーク構築に関する認識に対しては，ほと

んどの者が「非常にそう思う」から「まあそう思う」

と回答し，インフォーマル組織とのネットワークを

構築することは業務遂行上重要であり，ネットワー

クが存在することで業務がやりやすくなると認識し

ていた。一方，知識とスキルに対しては，ほとんど

の項目で「どちらともいえない」から「全くそうで

はない」に回答が集中した。特に，インフォーマル

組織とのネットワーク構築に関する「問題解決のた

めの情報が十分か」，「関連する問題を把握している

か」，「雑誌・本を読んで情報収集をしているか」，

「知識が豊富か」との項目には，6割以上の者が
「そうではない」，「全くそうではない」と回答して

いた。

以上の結果を踏まえ，プログラムでは，インフ

ォーマル組織とのネットワーク構築の意義の理解を

促す内容の回を設けた。また，知識とスキルの向

上を目的とした回の割合を増やすよう配慮し，作成

した。

. 作成されたプログラム

プログラムは全10回で構成されている。プログラ
ムを全10回とした理由は，後述する 4つのテーマを
含め，かつ質問紙調査から得られた結果として知識
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表 インフォーマル組織とのネットワーク構築に関する知識とスキル項目の分布

N＝94

全くその
通りである

その通り
である

どちらとも
いえない

そうでは
ない

全くそう
ではない

インフォーマル組織とのネットワーク構築の際に起こる
状況にどのように対処すればよいか，大体分かっている 0(0.0) 11(11.7) 41(43.6) 34(36.2) 7( 7.4)

インフォーマル組織とのネットワーク構築のための必要
な教育を受けている 1(1.1) 9( 9.6) 33(35.1) 36(38.3) 14(14.9)

インフォーマル組織とのネットワーク構築に関する多く
の専門的な問題を解決するために，十分な情報を持って
いる

0(0.0) 1( 1.1) 30(31.9) 38(40.4) 24(25.5)

インフォーマル組織とのネットワーク構築に関連するあ
らゆる問題を承知している 0(0.0) 1( 1.1) 23(24.5) 49(52.1) 20(21.3)

最近では，インフォーマル組織とのネットワーク構築に
おいて，予期していなかった問題にぶつかることは滅多
にない

1(1.1) 3( 3.2) 38(40.4) 43(45.7) 8( 8.5)

インフォーマル組織とのよりよいネットワーク構築のた
めに役立つ雑誌・本をよく読んでいる 0(0.0) 5( 5.3) 30(31.9) 46(48.9) 12(12.8)

インフォーマル組織とのよりよいネットワーク構築のた
めのノウハウを獲得するために，研修などによく参加す
る

1(1.1) 6( 6.4) 37(39.4) 39(41.5) 10(10.6)

もしインフォーマル組織から受けた質問に答えられなく
ても，どこでその答えを得ることができるか，わかって
いる

2(2.1) 26(27.7) 40(42.6) 19(20.2) 6( 6.4)

インフォーマル組織とのネットワーク構築に関する知識
を豊富に持っていると，しばしば他の人に言われる 0(0.0) 2( 2.1) 18(19.1) 34(36.2) 39(41.5)

値は n（）。
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とスキルの向上を目的とした回の割合を増やすには

ある程度の回数が必要であった点，臨床現場での実

施しやすさを考慮し，月 1回程度のペースで実施し
た場合におおよそ 1年間でプログラムが終了するよ
うに設計した点の 2点であった。
プログラムのテーマには，大きくは「これまでの

活動の振り返り」，「インフォーマル組織とネット

ワークを構築する意義の理解」，「組織内での意思統

一」，「インフォーマル組織とのネットワーク構築の

進め方」が含まれ，それを基に毎回達成目標を設定

した。テーマと達成目標は，研究者内で議論し設定

した。テーマについては Stage of coalition develop-
mentモデルに沿った内容でありつつ，プログラム
参加者に分かりやすい内容であること，達成目標に

ついては，プログラム参加者が今後の業務に向けた

方向性を確認できているかを評価できる内容である

ことを意識した。プログラムの各回のテーマと達成

目標，およびそれらに対応する Stage of coalition de-
velopmentモデルにおける Stageを表 4に示す。よ
り具体的に示すため，著者らが2007年 4月から2008
年 1月まで世田谷区で実施したプログラムで用いた
ものを示す。なお，第 9回，第10回は活動事例報告
であったため，この 2回は目標設定を行わなかっ
た。インタビュー調査で得られた意見である『イン

フォーマル組織とのネットワーク構築の理由や意味

が理解できていない』に対しては，第 4回にその
テーマを取り上げることで反映させた。質問紙調査

の結果から，知識とスキルを向上させることを目的

とした回を多く設け（第 6回から第10回），『インフ
ォーマル組織とのネットワークづくりの具体的な方

法を知りたい』という意見に対しては第 6回から第
8回で具体的な関わり方について話し合う機会を持
つようにし，『インフォーマル組織とのネットワー

クを構築することによる効果やメリットを知りた

い』という意見に対しては第 9回，第10回で活動事
例報告を行うことで反映させた。

また，表 5に本プログラムで主に期待する社会的
認知理論の構成概念とプログラムでの具体的内容を

示す。本プログラムでは，観察学習，強化，自己効

力感，結果予期，結果期待を主に期待する構成概念

として組み込んだ。

本プログラムでは毎回設定されるテーマに基づい

たグループワーク（以下，GW）を中心に据えた。
これは，インタビュー調査によりインフォーマル組

織とのネットワーク構築に関する具体的方法や実際

の成果が知りたいとの意見があったため，プログラ

ムをより具体的，実践的なものとするためである。

また同時に，GWは参加者が気付きを得る上での
有効な手段と言われており19)，特に社会的認知理論

の構成概念における「観察学習」や「強化」等の効



905

表 プログラムの概要

回 テーマ/達成目標 対応する Stagea

第 1回 2006年度までに行ってきたインフォーマル組織との関係づくりを振り返る
◯自分の地域包括支援センターの現状を知る

◯自分の地域包括支援センターの強みと弱みを知る

「．初動｣

「．組織構造の形成｣

「．行動能力の構築｣

第 2回
第 3回

個別ケースとインフォーマル組織のつなげ方―2006年度の事例から―
◯インフォーマル組織とのネットワークを個別ケースのプランづくりに取り入

れる過程を理解する

◯個別ケースへの関わりからネットワークを作っていく過程を理解する

「．初動｣

「．組織構造の形成｣

「．行動能力の構築｣

第 4回 インフォーマル組織とネットワークを組む意義を理解する

◯地域包括支援センターが何故インフォーマル組織と手を結ぶ必要があるの

か，その意義を理解/確認する

◯どのようなインフォーマル組織とネットワークを組む必要があるのかを理

解/確認する

「．初動｣

「．組織構造の形成｣

第 5回 組織内でのインフォーマル組織とのネットワーク構築への統一した意思を持つ

◯地域包括支援センター内での『活動目標の設定/共有/振り返り』，『情報の共

有』の方法について，今後どのようにしていけばよいか，そのイメージを持

ち，確認する

◯地域包括支援センター内での『職種間での役割分担/協力』の方法について，

今後どのようにしていけばよいか，そのイメージを持ち，確認する

「．組織構造の形成｣

第 6回 インフォーマル組織との具体的な関わり方のコツ・工夫

◯自分の地域包括支援センターの，民生委員，サロン・ミニデイとの関わりに

おける現在の立ち位置が分かる

◯民生委員に関して，自分の地域包括支援センターが今後どのように関わって

いけばいいかの目処を立てることができる

◯サロン・ミニデイに関して，自分の地域包括支援センターが今後どのように

関わっていけばいいかの目処を立てることができる

「．行動能力の構築｣

第 7回 インフォーマル組織との具体的な関わり方のコツ・工夫

◯自分の地域包括支援センターの，町内会・自治会，高齢者クラブとの関わり

における現在の立ち位置が分かる

◯町内会・自治会に関して，自分の地域包括支援センターが今後どのように関

わっていけばいいかの目処を立てることができる

◯高齢者クラブに関して，自分の地域包括支援センターが今後どのように関わ

っていけばいいかの目処を立てることができる

「．行動能力の構築｣

第 8回 インフォーマル組織との具体的な関わり方のコツ・工夫

（第 6回，第 7回で話し合えなかった点を話し合う）
◯自分の地域包括支援センターの，インフォーマル組織との関わりにおける現

在の立ち位置が分かる

◯自分の地域包括支援センターが，インフォーマル組織と今後どのように関わ

っていけばいいかの目処を立てることができる

「．行動能力の構築｣

第 9回 2007年度活動事例報告

（参加者が自分の地域包括支援センターでの取り組みを報告する）

第10回 2007年度活動事例報告
「．行動能力の構築｣

a各回のテーマが，Stage of coalition developmentモデルの Stage～のいずれに対応するかを表記。
◯～◯は，各回の達成目標を示す。
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表 本プログラムで主に期待する社会的認知理論の構成概念とプログラムでの具体的内容

構成概念 プログラムでの具体的内容

観察学習 グループワークの中で，他の組織・機関の活動方法を聞く

グループワークの中で，地域のインフォーマル組織と関わり，ネットワークを築く方法を話し合う

強化 自分が/自分の組織・機関が行っているインフォーマル組織との関わりについての「強み」と「弱み」

を明らかにする

グループワークの中で，他の組織・機関の成功事例を聞く

グループワークの中で，自分が/自分の組織・機関が行っている活動を，他の組織・機関のメンバーに

紹介する

自己効力感 グループワークの中で，他の組織・機関の事例を聞くことで，自分の組織・機関/地区でも取り組める

という自信を付ける

結果予期 グループワークの中で，インフォーマル組織とネットワークを築くことの意味について学ぶ

グループワークの中で，日々の活動がどのようにインフォーマル組織とネットワーク構築につながるか

を学ぶ

グループワークの中で，インフォーマル組織とネットワークを築くには，どの程度の時間や資源が必要

となるかを学ぶ

結果期待 グループワークの中で，インフォーマル組織とネットワークを築くことによるメリットや地域や地域住

民への影響を学ぶ
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果を期待できると考えたためである。GWでは，
参加者主導で進行していけるよう，参加者の中から

司会を決定する。なお，プログラムの実施者は全体

の進行を行い，GWにファシリテーターおよび記
録係として参加し，議論が円滑に進むように図るこ

ととした。また，GWの効果が参加者の所属組織
内に波及することを狙い，GWで話し合われた内
容は，その回のプログラム終了後から次回のプログ

ラムまでの間に資料としてまとめ，参加者にそれら

がフィードバックされることとした。

作成されたプログラム案について，地域包括支援

センター等の地域の専門機関の職員，および地域看

護学分野の研究者に意見を求めたところ，プログラ

ムの全体設計には概ね支持が得られた。その他に

は，テーマや達成目標のワーディング等への意見が

出たため，研究者内で検討し，修正を加えたものを

最終版とした。

 考 察

これまで，地域で活動する専門機関とインフォー

マル組織とのネットワーク構築の重要性は盛んに論

じられてきた。加えて，ニーズアセスメントの結

果，インフォーマル組織とのネットワーク構築の意

味について，具体的な方法や知識について，効果や

メリットについての事項が挙げられ，先行研究3,4)

と同様，臨床現場のニーズは高いことが示された。

しかし，それを促進させる方法論は未だ明確ではな

かった。社会的認知理論に基づいた本プログラムが

確立し，臨床現場において実施されることで，地域

包括支援センターを含めた地域の専門機関とインフ

ォーマル組織とのネットワークが強固となることが

期待でき，地域でリスクを抱えながら埋もれている

高齢者の早期発見や見守り，高齢者に対する効果的

なケアやサービスの提供につながると考えられる。

これは，ひいては高齢者を地域で支えていくための

体制整備に寄与すると言えよう。

また，組織間ネットワークに関する研究は，社会

学，ビジネス学，政策科学等の分野でその構造的側

面に関心が向けられ，多く議論されてきた経緯があ

る20)。一方，公衆衛生学分野に目を向けると，個人

の持つネットワーク研究（伝達ネットワーク，社会

的ネットワーク等）は盛んに行われてきたものの，

組織間ネットワークに関心が寄せられ始めたのは近

年になってからと言われている21)。これまで構造面

に注目されることが多かった組織間ネットワーク研

究に対して，このような実践的な促進プログラムが

提案されることは，公衆衛生学の観点から大きな意

義があると言える。

プログラムの作成には，背景理論に社会的認知理

論を，テーマや達成目標の設定に IOR理論の 1つ
である Stage of coalition developmentモデルを用い
た。同時に，実際にプログラムの受け手になり得る

地域の専門機関の職員にニーズアセスメントを行

い，プログラムの構成やテーマ等の具体的設定を行

った。ニーズアセスメントの結果から，参加者同士

が議論し，学び合えるよう GWを取り入れたり，
重点を置くテーマを決定したりし，より臨床現場の

ニーズに合致し，参加者に受け入れられやすいプロ
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グラム開発を目指した。今後プログラムを実際に施

行していく中で改良すべき点はみえてこようが，理

論と現場のニーズを同時に加味し開発された本プロ

グラムは，臨床的意義の大きいものと考えられる。

さらに，本プログラムは主に GWにより参加者
同士で意見の交換や議論を行い，互いに刺激し合う

ことを狙ったものである。プログラム実施者に特別

なトレーニング等は必要なく，また，実施に必要な

物品は少なく，少額の予算でも実施できる簡便なプ

ログラムである。そのため，臨床現場における本プ

ログラムの実施可能性，再現可能性は高いと考えら

れる。

次のステップとして，実際にプログラムを実施

し，プログラム参加者への影響，プログラム参加者

が所属する組織への影響，さらにはインフォーマル

組織への影響，地域への影響等，その効果を多側面

から検証していく必要がある。これにより，プログ

ラムの改善点を明らかにしながら，より臨床的意味

の高い効果的なプログラムにしていくことが可能に

なろう。

 結 語

地域の専門機関とインフォーマル組織間のネット

ワーク構築を促進するための社会的認知理論に基づ

いた全10回のプログラムを作成した。今後は，その
効果を多側面から検証し，より臨床的意味の高い効

果的なプログラムにしていく必要がある。

本研究は，公益信託山路ふみ子専門看護教育研究助成

基金の助成を受けて行われた。

(
受付 2009. 5.29
採用 2010. 7.14)
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Program development to promote network building between disciplinary agencies
and informal community organizations

Hiroshi MURAYAMA*, Harumi NARABU2*, Tomoko KOJIMA3*, Meiko TOMARU4*,
Reiko TACHIBANA2*, Takuhiro YAMAGUCHI5* and Sachiyo MURASHIMA6*
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ganization, social cognitive theory

Objective To develop a program that promotes network building between disciplinary agencies and informal
community organizations (ICO) comprising community residents.

Methods Questionnaire and interview surveys were conducted for the staŠ of a community comprehensive
support center in order to assess the needs regarding network building with ICOs. Then, a program
was developed based on the social cognitive theory. The aim of the program was to raise awareness
about network building and to develop necessary skills.

Results The program included ten sessions, with themes encompassing `̀ reviewing the past activities,''
`̀ understanding the signiˆcance of network building with ICOs,'' `̀ integrating the aims and visions
of staŠ,'' and `̀ learning ways to build networks with ICOs.'' Objectives of each session were set on
the basis of the particular theme covered. Participants performed group work during the sessions.

Conclusion Establishment and actual implementation of programs in clinical practice could be expected to
strengthen networking between disciplinary agencies and ICOs. It is necessary to implement pro-
grams and evaluate their eŠectiveness in the future.
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